
新潟県の企業⾏動に関する意識調査
－⼈的投資およびカーボンニュートラル実現に向けた取り組み状況等－

新潟⽀店

2023年８⽉３⽇
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調査概要
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調査概要

１．調査内容
⼈的投資およびカーボンニュートラルへの取り組み等についての企業⾏動に関する意識調査

２．調査の対象企業
原則、資本⾦１億円以上の⺠間法⼈企業（ただし、⾦融保険業を除く）

３．調査時期
2023年６⽉23⽇を期⽇として実施

４．回答状況
回答社数︓全国4,023社(回答率42.6％)、うち新潟県本社企業175社(回答率55.2％)

５．調査結果
DBJウェブサイト「調査研究レポート」https://www.dbj.jp/investigate/list/?cat=report に掲載
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調査結果概要
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調査結果概要

 事業への影響が⼤きいリスク要因は、「物価上昇」が最多、次いで「⼈⼿不⾜（2024年問題など）」 と回答。＜P.8＞

 リスクが事業にもたらす影響は、約８割の企業が「売上の減少」と回答。 ＜P.9＞

 2022年度国内設備投資の実績が計画を下回った理由に対し、全産業で約５割の企業が「実績は当初計画を下回らず」と回答、その割合は全国に
⽐して⾼い。次いで「投資内容の精査、無駄の⾒直し」「⼯期の遅れ」が続く。 ＜P.12＞

 今後の拠点選定にあたり重視する点は、「⼈材の確保」が最多、次いで「不動産価格や賃料」「交通インフラ」と回答。 ＜P.13＞

 事業の成⻑のために優先する投資は、5割の企業が「⼈材育成、⼈的投資」を最優先と回答、その割合は全国に⽐して⾼い。 ＜P.14＞

 ⼈的投資への取り組みは、「⼈材の獲得」が最多、次いで「賃⾦引き上げ」と回答。「健康経営の推進」と回答する割合は全国に⽐して⾼い。＜P.15＞

 ⼈材獲得以外での⼈⼿不⾜への対応策は、「⾃動化投資」が最多、製造業におけるその割合は全国に⽐して⾼い。＜P.17＞

 カーボンニュートラルへの取り組みで想定される事業への影響は、約６割の企業が「設備⼊れ替えの契機」と回答、その割合は全国に⽐して⾼い。＜P.18＞

 カーボンニュートラル関連の設備投資の内容は、「省エネ」が最多、次いで「再エネ」と回答。＜P.20＞

 カーボンニュートラルの実現に向けた課題は、「技術的な問題」が最多、次いで「開発コスト」と回答。＜P.21＞

 カーボンニュートラルの実現に必要な⽀援は、「補助⾦」が最多、次いで「税優遇」と回答。＜P.22＞
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調査結果から得られる⽰唆
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調査結果から得られる⽰唆

新潟県企業の意識・⾏動について

● 物価上昇」や「⼈⼿不⾜」がリスク要因となり、企業には「売上の減少」や「経費の増加」の影響がみられるものの、
昨年度の国内設備投資では感染症や地政学的リスクの影響は少なく、計画どおりに投資を実施する割合も⾼いことか
ら、企業の投資マインドは回復基調といえる。

● 最優先する投資として「⼈材育成、⼈的投資」を、⼈的投資への取り組みとして「⼈材の獲得」および「賃⾦引き上げ」
を挙げており、企業の⼈⼿不⾜への⾼い問題意識が窺える。

● カーボンニュートラルの社会実現に向けた課題として「技術的な問題」と「開発コスト」を挙げており、これらの課題改善に
向けた対応策として、「補助⾦」や「税優遇」など資⾦調達における⽀援等の体制構築が望まれる。

● 将来的な設備投資については、今後の拠点選定にあたり重視する点として「交通インフラ」を、⼈⼿不⾜への対応策と
して「⾃動化投資」を、カーボンニュートラルへの取り組みの影響として「設備⼊れ替えの契機」を、と捉える企業が多い
ことから、これらが投資の押し上げ要因となることが期待される。
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調査結果
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１．⽶欧景気の減速

２．為替の急変動

３．物価上昇

４．⾦利上昇

５．資産価格下落

６．⾦融システムの不安定化

７．供給制約

８．⼈⼿不⾜（2024年問題など）

９．感染症拡⼤

10．⾃然災害

11．⽶中対⽴や各国の⾃国産業強化政策

12．ウクライナ危機

13．分からない、特にない

14．その他

影響度１位 影響度２位 影響度３位

（％）

１．事業への影響が⼤きいリスク要因
「物価上昇」が第１位、次いで「⼈⼿不⾜(2024年問題など）」と回答

 新潟県は「物価上昇」を第１位とする回答の割合が全国に⽐して⾼い。

［新潟］

全産業 175社

（注）影響度の⼤きい順に３つまでの複数回答（有効回答社数⽐）

［全国］

全産業 4,019社

（％）
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２．リスクが事業にもたらす影響 （P.８で⼀番影響度が⼤きいリスクを1〜10とした場合）

「売上の減少」が最多、次いで「その他経費の増加」「⼈件費の増加」と回答
 新潟県は「⼈件費の増加」を第1位とする回答の割合が全国に⽐して⾼い。

［新潟］

全産業 167社

（有効回答社数⽐）
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１．売上の減少

２．売上の増加

３．国内設備投資の減少

４．国内設備投資の増加

５．株価下落

６．海外投資収益の減少

７．海外投資収益の増加

８．資⾦調達環境の悪化

９．⼈件費の増加

10．その他経費の増加

11．影響はない

12．その他

影響度１位 影響度２位 影響度３位

（％）

［全国］

全産業 3,810社

（％）

（注）影響度の⼤きい順に３つまでの複数回答
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020406080100

１．供給制約

２．物価上昇

３．現地事業活動の制約

４．輸出の制約

５．資⾦調達環境の悪化

６．特需（競合撤退や資源⾼などによる）

７．カーボンニュートラル⽬標の前倒し

８．カーボンニュートラル⽬標の後倒し

９．その他

影響度１位 影響度２位 影響度３位

3．地政学的リスクが事業にもたらす影響 （P.8で⼀番影響度が⼤きいリスクを11〜12とした場合）

「物価上昇」が最多、次いで「供給制約」と回答
 新潟県は「物価上昇」を第1位とする回答の割合が全国に⽐して⾼い。

［新潟］

全産業 66社

（注）影響度の⼤きい順に３つまでの複数回答（有効回答社数⽐）

（％）（％）

［全国］

全産業 1,074社
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4．地政学的リスクへの対応策 （P.8で⼀番影響度が⼤きいリスクを11〜12とした場合）

「特にない」が最多、次いで「販売・マーケティング戦略の変更」と回答
 新潟県は「特にない」とする回答の割合が全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）

（％）（％）
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１．現地情勢や政策などの情報収集体制の強化

２．有事に備えたBCP策定

３．新たな投資決定の⾒直しや延期

４．グローバルサプライチェーンの⾒直し

５．販売・マーケティング戦略の変更

６．資⾦調達の⾒直し

７．特にない

８．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

［新潟］

全産業 65社

製造業 25社

非製造業 40社

［全国］

全産業 1,064社

製造業 452社

非製造業 612社

（注）影響度の⼤きい順に３つまでの複数回答
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１．新型コロナウイルス感染症

２．ウクライナ危機や⽶中対⽴

３．投資内容の精査、無駄の⾒直し

４．もともと確度の低かった投資の剥落

５．⼯期の遅れ

６．⼯事費⾼騰に伴う⾒直し

７．その他

８．実績は当初計画を下回らず

全産業 製造業 ⾮製造業

5．国内設備投資（単体ベース）の実績が当初計画を下回る理由
実績は「当初計画下回らず」とする回答が最多
 実績が計画を下回った場合の理由は、全産業で「投資内容の精査、無駄の⾒直し」が最多、次いで「⼯期の遅れ」と回答。
 新潟県は製造業、⾮製造業ともに「当初計画を下回らず」とする回答の割合が全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）（注）３つまでの複数回答
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［全国］

全産業 3,271社

製造業 1,327社

非製造業 1,944社

［新潟］

全産業 139社

製造業 53社

非製造業 86社

（％）（％）
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１．不動産価格や賃料

２．原材料や⽔・エネルギーの確保

３．⼈材の確保

４．交通インフラ

５．既存拠点や取引先との近接性

６．BCP

７．環境配慮対応

８．働きやすい環境（ウェルビーイング）

９．政策⽀援

10．その他

優先度１位 優先度２位 優先度３位

6．今後の拠点選定にあたり重視する点
「⼈材の確保」が最多、次いで「不動産価格や賃料」と回答
 約6割の企業が「⼈材の確保」と回答。
 新潟県では「⼈材の確保」や「交通インフラ」を挙げる企業が全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）

［全国］

全産業 3,670社

（注）優先度の⼤きい順に３つまでの複数回答

（％）（％）

［新潟］

全産業 160社
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１．国内有形固定資産投資

２．海外有形固定資産投資

３．⼈材育成、⼈的投資

４．研究開発

５．国内M&A

６．海外M&A

７．情報化投資

優先度１位 優先度２位 優先度３位

7．優先する投資
「⼈材育成、⼈的投資」とする回答が最多

 新潟県では8割超の企業が「⼈材育成、⼈的投資」を優先する投資と回答しており、全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）（注）優先度の⼤きい順に３つまでの複数回答

［全国］

全産業 3,925社

［新潟］

全産業 170社

（％）（％）
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１．研修などOFF‐JTの強化

２．OJTの強化

３．⾃⼰啓発の補助拡⼤

４．⼈材の獲得

５．⼈的資本（⾮財務情報）の開⽰

６．社内起業の⽀援

７．ジョブ型雇⽤の導⼊

８．健康経営の推進

９．能⼒評価・⼈事管理システムの拡充

10．⽣産性向上のための就労環境整備

11．賃⾦引き上げ

12．成果連動の強化

13．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

8．⼈的投資への取り組み
「⼈材の獲得」とする回答が最多、次いで「賃⾦引き上げ」と回答

 新潟県では「健康経営の推進」と回答する割合が全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）（注）３つまでの複数回答

［新潟］

全産業 172社

製造業 61社

非製造業 111社

［全国］

全産業 3,951社

製造業 1,534社

非製造業 2,417社

（％）（％）
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75.7 

4.1 

2.4 

53.8 

4.1 

4.1 

5.3 

3.6 

6.5 

15.4 

3.0 

75.4 

78.7 

0.0 

3.3 

52.5 

4.9 

6.6 

4.9 

3.3 

6.6 

14.8 

3.3 

59.3 

74.1 

6.5 

1.9 

54.6 

3.7 

2.8 

5.6 

3.7 

6.5 

15.7 

2.8 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

9．⼈材獲得のための取り組み

「中途採⽤の強化」とする回答が最多、次いで「新卒採⽤の強化」「賃⾦引き上げ」と回答

 新潟県では、特に製造業で「中途採⽤の強化」「新卒採⽤の強化」と回答する企業が全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）（注）３つまでの複数回答

［新潟］

全産業 169社

製造業 61社

非製造業 108社

（％）（％）

64.9 

70.7 

2.9 

1.6 

47.3 

5.9 

4.2 

8.6 

7.6 

6.2 

17.9 

2.3 

68.5 

71.2 

2.3 

1.1 

45.9 

6.1 

5.4 

9.4 

8.5 

6.2 

24.2 

1.0 

62.6 

70.3 

3.3 

1.9 

48.3 

5.8 

3.4 

8.1 

7.1 

6.2 

13.8 

3.1 

01020304050607080

１．新卒採⽤の強化

２．中途採⽤の強化

３．副業の受け⼊れ

４．M&A

５．賃⾦引き上げ

６．ウェルビーイング対応

７．ESGへの取り組み強化

８．リモートワークの拡充

９．フレックス制の導⼊・拡充

10．採⽤基準緩和（外国⼈や⾼齢者など）

11．オフィス・⼯場などの執務環境の整備

12．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

［全国］

全産業 3,886社

製造業 1,524社

非製造業 2,362社
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38.6 

56.7 

0.0 

21.3 

18.1 

3.1 

26.2 

81.0 

0.0 

23.8 

16.7 

2.4 

44.7 

44.7 

0.0 

20.0 

18.8 

3.5 

0 20 40 60 80 100

29.1 

58.6 

0.6 

18.0 

25.9 

6.2 

20.1 

73.0 

1.1 

14.2 

25.3 

5.0 

35.6 

48.2 

0.4 

20.7 

26.3 

7.0 

020406080100

１．営業・稼働時間の削減

２．⾃動化投資

３．海外移転

４．他社との融通・連携

５．従業員のリスキリング

６．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

10．⼈⼿不⾜への対応策
「⾃動化投資」とする回答が最多

 新潟県の製造業では約８割の企業が「⾃動化投資」回答しており、全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）（注）２つまでの複数回答

（％）（％）

［全国］

全産業 2,926社

製造業 1,226社

非製造業 1,700社

［新潟］

全産業 127社

製造業 42社

非製造業 85社
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14.6 

22.8 

33.5 

26.6 

60.1 

8.2 

0.0 

4.4 

12.7 

29.1 

43.6 

30.9 

49.1 

10.9 

0.0 

3.6 

15.5 

19.4 

28.2 

24.3 

66.0 

6.8 

0.0 

4.9 

0 20 40 60 80

11．カーボンニュートラルへの取り組みで想定される事業への影響

「設備⼊れ替えの契機」とする回答が最多

 新潟県では特に⾮製造業で「設備⼊れ替えの契機」と回答する企業が6割超と全国に⽐して⾼い。

（有効回答社数⽐）（注）３つまでの複数回答

22.6 

24.2 

32.6 

31.3 

52.5 

9.3 

4.3 

1.8 

23.7 

25.5 

44.6 

34.7 

51.2 

9.6 

0.6 

3.6 

21.9 

23.3 

24.7 

29.1 

53.3 

9.0 

6.9 

0.5 

020406080

１．事業拡⼤の契機となる

２．ビジネスモデルの転換

３．サプライチェーン全体での対応

４．⻑期的な移⾏戦略の策定・開⽰

５．設備⼊れ替えの契機

６．専⾨部署設置などの⼈員配置転換

７．海外移転の加速

８．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

［全国］

全産業 3,642社

製造業 1,454社

非製造業 2,188社

［新潟］

全産業 158社

製造業 55社

非製造業 103社

（％）（％）
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64.5 

10.2 

16.3 
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0.0 

3.0 

1.2 

0.0 
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0.0 
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0.0 
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70.1 

12.1 

12.1 
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0.0 
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54.7 

15.7 

17.3 

2.9 

4.7 

1.0 

1.2 

0.9 

1.6 

41.9 

17.8 

24.0 

4.0 

6.4 

1.5 

1.7 

1.2 

1.5 

62.7 

14.4 

13.1 

2.2 

3.7 

0.7 

0.8 

0.8 

1.7 

01020304050607080

１．なし

２．0〜5％

３．5〜10％

４．10〜20％

５．20〜30％

６．30〜40％

７．40〜50％

８．50〜75％

９．75％以上

全産業 製造業 ⾮製造業

12．カーボンニュートラル関連の設備投資⽐率（今年度・単体ベース）
「なし」とする回答が最多

 新潟県では「なし」と回答する割合が全国に⽐して⾼い。

（構成⽐）

［全国］

全産業 3,714社

製造業 1,436社

非製造業 2,278社

［新潟］

全産業 166社

製造業 59社

非製造業 107社

（％）（％）



20

76.5 

26.9 

16.8 
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7.6 

85.7 

31.0 

16.7 
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2.4 

71.4 

24.7 
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1.3 
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10.4 
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78.2 

31.5 

19.5 

3.5 

1.6 

0.8 

15.4 

8.6 

82.6 

33.8 

16.3 

3.4 

1.9 

1.0 

20.4 

5.5 

75.0 

29.8 

21.8 

3.6 

1.3 

0.6 

11.7 

10.9 

020406080100

１．省エネ

２．再エネ

３．ＥＶ関連

４．⽔素関連

５．アンモニア関連

６．ＣＣＵＳ関連

７．資源循環関連

８．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

13．カーボンニュートラル関連設備投資の内容
「省エネ」とする回答が最多、次いで「再エネ」と回答

 新潟県の製造業では85％超の企業が「省エネ」と回答。

［全国］

全産業 2,693社

製造業 1,151社

非製造業 1,542社

［新潟］

全産業 119社

製造業 42社

非製造業 77社

（％）（％）

（有効回答社数⽐）（注）３つまでの複数回答
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52.3 

32.0 

19.6 

34.6 

8.5 

61.8 

49.1 

23.6 

25.5 

3.6 

46.9 

22.4 

17.3 

39.8 

11.2 
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54.8 

37.0 

19.4 

37.3 

7.1 

64.7 

44.8 

18.8 

30.1 

4.5 

47.9 

31.5 

19.8 

42.4 

8.8 

020406080

１．技術的な問題

２．開発コストの問題

３．販売先の制約（需要量、価格）

４．調達先の制約（供給量、価格）

５．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

14．カーボンニュートラル実現に向けた課題
「技術的な問題」とする回答が最多

 新潟県の製造業では次いで「開発コストの問題」と回答しており、その割合は全国に⽐して⾼い。

［全国］

全産業 3,359社

製造業 1,385社

非製造業 1,974社

［新潟］

全産業 153社

製造業 55社

非製造業 98社

（％）（％）

（有効回答社数⽐）（注）２つまでの複数回答
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19.0 

63.9 

50.0 

24.7 
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21.5 

17.1 

24.1 

5.1 

24.6 
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52.6 

33.3 
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24.2 

65.4 

50.1 

22.4 

2.6 

19.9 

20.3 

19.4 

4.3 

29.1 

66.1 

50.3 

25.1 

2.6 

19.7 

19.6 

24.1 

3.1 

20.9 

64.9 

50.0 

20.6 

2.6 

20.0 

20.8 

16.3 

5.1 

020406080

１．投融資

２．補助⾦

３．税優遇

４．基準策定

５．ＴＣＦＤ開⽰対応⽀援

６．業界内連携⽀援

７．業界を超えた連携⽀援

８．⼈材育成

９．その他

全産業 製造業 ⾮製造業

15．カーボンニュートラル実現に必要な⽀援

「補助⾦」とする回答が最多、次いで「税優遇」と回答

 新潟県では「⼈材育成」とする回答の割合が全国に⽐して多く、製造業では約3割が回答。

［全国］

全産業 3,486社

製造業 1,409社

非製造業 2,077社

［新潟］

全産業 158社

製造業 57社

非製造業 101社

（％）（％）

（有効回答社数⽐）（注）３つまでの複数回答
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